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（個人防護具の備蓄） 

○ 新興感染症のパンデミック時に備え、診療等の際に用いる個人防護具が不足しないよう、

医療措置協定の締結などを通じて、医療機関における個人防護具の備蓄の促進に努めま

す。 

 

（適切な感染対策） 

○ 病院等において感染症が発生し又はまん延しないよう、最新の医学的知見や医療機関に

おける実際の対応事例を踏まえた施設内感染対策に関する情報や研究の成果及び講習

会・研修に関する情報提供や、活用の促進に努めます。 

  

○ 感染拡大のおそれがある感染症への対応を的確に行うため、衛生研究所や感染症指定

医療機関等と緊密に連携し、当該感染症に係る情報の収集・分析、対応方針の共有に努

めます。 

 

イ 人材の確保及び資質の向上 

○ 感染症医療担当従事者等を派遣する医療機関と平時に医療措置協定を締結するなど、

医療人材の応援体制の整備に努めます。 

  

○ 新興感染症の発生を想定した研修・訓練の実施や、こうした研修会等への参加の促進な

ど、感染症対応を行う医療従事者や関係職員等の資質の向上に努めます。 

 

（６）医療機関等の具体的名称 
 

（表２－８－２）【第一種感染症指定医療機関（令和５年 12 月現在）】         （単位：床） 

 
 ※配置基準は、都道府県毎に１か所・２床 

 

（表２－８－３）【第二種感染症指定医療機関】                                 （単位：床） 

  

※原則、第二次医療圏毎に１か所 

※人口に応じ病床数を指定。 

人口30万人未満……４床 

 ○ 

ウ 医療措置協定締結医療機関 

感染症法に基づき知事が指定する医療措置協定締結医療機関については、道のホーム

ページ上で公表します。 

 

（７）歯科医療機関の役割 

病院歯科等は、感染症発生・まん延時の在宅療養患者等において、口腔衛生及び口腔

機能の維持・管理を行うことが重要であることから、歯科衛生士も活用しながら、在宅歯科医

療や高齢者施設等との連携を含め、地域の実情を踏まえた歯科保健医療体制の充実に努

めます。 

 

（８）薬局の役割 

薬局は、感染症発生・まん延時の在宅療養患者に対して、医療機関や訪問看護事業所

等と連携し、薬学的管理の下、訪問による患者への適切な服薬指導等を行うとともに、在宅

療養で必要な医薬品や医療・衛生材料等の供給体制の確保に努めます。 

区域 基準病床数 医療機関名 指定病床数
北海道 2 市立札幌病院 2

圏域 基準病床数 医療機関名 指定病床数
小樽市立病院 2
JA北海道厚生連倶知安厚生病院 2

後志 4

コメントの追加 [事務局165]:  
適確  
→  
的確 

コメントの追加 [事務局166]:  
圏域の欄を新設し、基準病床数

については、病院単位から圏域

単位とした 

コメントの追加 [事務局167]:  
文言削除 
人口３０万人以上１００万人未満

……６床 
人口２００万人以上３００万人未満

……１０床 
 
理由：人口に対する病床数につ

いて、当圏域に該当しないものを

削除 

コメントの追加 [事務局168]:  
最新の情報を公表する必要があ

るため、道のホームページ上で

公表します。  
→  
道のホームページ上で公表しま

す。 
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（９）訪問看護事業所の役割 

訪問看護事業所は、感染症発生・まん延時における在宅療養患者等に対して、医療処

置や療養生活の支援等の訪問看護サービスを安定して提供するために、訪問看護事業所

間や関係機関と平時から連携し、在宅療養の環境整備に努めます。 
 

 （図２－８－１） 

 
○ 

  

コメントの追加 [事務局169]:  
文言削除 
※ 感染症指定医療機関のほ

か、感染症指定医療機関以外の

医療機関等においても対応でき

る医療提供体制の確保を目指

す。 
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９ へき地医療体制 

（１）現 状 

（へき地医療の現況） 

当圏域では、令和４年10月現在、無医地区については、３町村の４地区、無医地区に準   

ずる地区については、４町村の８地区、無歯科医地区については、３町村の４地区、無歯

科医地区に準ずる地区については、４町村の８地区あります。 
 

（表２－９－１） 

 
 

 
 

（へき地における診療の機能） 

へき地診療所等は、一定の区域内に医療機関がない地域における医療を確保すること

を目的として、道、市町村、公的医療機関等により設置・運営されており、当圏域内にはへ

き地診療所が15か所、過疎地域等特定診療所（歯科診療所）が２か所設置されています。 
 

 
 

 
 

市 町 村 無 医 地 区 無 医 地 区 に 準 ず る 地 区 市 町 村 無歯科医地区 無歯科医地区に準ずる地区

島 牧 村 1 島 牧 村 1
黒 松 内 町 2 黒 松 内 町 2
蘭 越 町 4 蘭 越 町 4
真 狩 村 2 真 狩 村 2
留 寿 都 村 1 留 寿 都 村 1
積 丹 町 1 1 積 丹 町 1 1

計 ４地区 ８地区 計 ４地区 ８地区

【無医地区等】 【無歯科医地区等】

【無医地区等の定義】
（無医地区）
・ 無医地区とは、医療機関のない地域で、当該地区の中心的な場所を起点として、概ね

半径４㎞の区域内に50人以上が居住している地区であって、かつ容易に医療機関を利
用できない地区をいう。

（無医地区に準ずる地区）
・ 無医地区に準ずる地区とは、無医地区には該当しないが、無医地区に準じた医療の確

保が必要な地区と各都道府県知事が判断し、厚生労働大臣に協議し、適当と認めた地区
をいう。

＊ 「無歯科医地区」「無歯科医地区に準ずる地区」については、それぞれ「医療機関」を「歯
科医療機関」に読み替えるものとする。

［へき地診療所の設置基準］
・ へき地診療所を設置しようとする場所を中心として、概ね半径４kmの区域内に他の医療

機関がなく、その区域内の人口が原則として人口1,000人以上あり、かつ、診療所の設置
予定地から最寄の医療機関まで通常の交通機関を利用して30分以上要するものであるこ
と。

・ 医療機関のない離島のうち、人口が原則として300人以上、1,000人未満の離島に設置
するものであること。
　

［過疎地域等特定診療所の定義］
・ 特定診療所（眼科、耳鼻咽喉科、歯科）機能を有する医療機関がない市町村で当該地

域住民の特定診療科の医療を確保することを目的とした診療所
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（へき地の診療を支援する医療の機能） 

○ 第二次医療圏域の中核的医療機関である地域センター病院＊1には、当圏域ではＪＡ北

海道厚生連倶知安厚生病院が指定されています。 

 

○ また、へき地医療拠点病院についても、当圏域では、ＪＡ北海道厚生連倶知安厚生病院

が指定されています。 

 

○  へき地に居住する住民の救急医療に対応するため、医療機関へ患者の救急搬送を要

する場合、道の消防防災ヘリコプターやドクターヘリ等による搬送を実施しています。 

○ 

（２）課 題 

（へき地における保健指導） 

無医地区等住民の健康の保持・増進を図るため、住民の保健衛生状態を十分把握し、

実情に応じた保健指導を行う必要があります。 

 

（へき地における診療の機能） 

○ へき地診療所において住民に身近な医療を確保する必要があります。 

 

○ へき地診療所、へき地医療拠点病院等の連携により、初期救急医療及び入院を要する

救急医療に適切に対応できる体制の充実を図る必要があります。 

 

○ へき地診療所等における診療の結果、専門的な医療や高度な医療を要するとされた場

合、病状や緊急性に応じ適切な医療機関へ紹介・搬送する体制を確保する必要がありま

す。 

 

（へき地の診療を支援する医療の機能） 

○ へき地診療所等への医師派遣などが行えるよう、へき地の診療を支援する医療機関等に

おいて医師を確保する必要があります。 

○ 

○ 医療機関への通院が困難な住民に対し、通院のための交通手段を確保する必要があり

ます。 

 

○ 通信技術を応用した画像診断など、遠隔医療の実施に必要なコンピューター機器等の

整備に対し支援を行い、医療機関のＩＣＴ活用を推進する必要があります。 

 

 

 

                                                      
＊1 地域センター病院：プライマリ・ケアを支援する第二次医療機関であり、かつ、第二次医療圏の中核医療機関として、 

地域に必要な診療体制を確保し、比較的専門性の高い医療を担うとともに、地域の医療機関への医師等の派遣、技 

術援助、地域の医師等を対象とした研修会の実施、無医地区等の巡回診療を行う。 

［へき地医療拠点病院の主な役割］
・ へき地診療所等からの患者の受け入れ
・ 無医地区等への巡回診療の実施
・ へき地診療所等への代診医等の派遣
・ へき地の医療従事者に対する研修会等の実施
・ へき地診療所等に対する遠隔診療等の各種診療支援　等

コメントの追加 [事務局170]:  
第二次保健医療福祉圏域  
→  
第二次医療圏域 

コメントの追加 [事務局171]:  
文言追加 

コメントの追加 [事務局172]:  
文言削除 
○ へき地の住民が必要に応じ、

都市部の医療機関において、高

度・専門的医療が受けられるよう

患者搬送固定翼機（メディカルウ

イング）を運航しています。 

 

コメントの追加 [事務局173]:  
文言削除 
○ へき地診療所からの要請に

応じ、医師等の派遣を行う体制を

構築するなど、へき地の診療を

支援する体制を確保する必要が

あります。 
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（３）必要な医療機能 

（へき地における保健指導の機能）  

無医地区等において、保健指導を提供することが必要です。 

 

（へき地における診療の機能） 

○ 無医地区等において、住民の医療を確保することが必要です。 

 

○ 24時間365日対応できる体制を整備することが必要です。 

 

○ 専門的な医療や高度な医療を行える医療機関へ搬送する体制を整備することが必要で

す。 

 

（へき地の診療を支援する医療の機能） 

診療支援機能の向上を図ることが必要です。 

 

（行政機関等によるへき地医療の支援） 

へき地において継続的に医療サービスを提供できるよう、関係機関の調整を行うことが

必要です。 

 

（４）数値目標等 
 （表２－９－２） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現状値 目標値

計画策定時 R11

へき地診療所数（か所）

15 15

過疎地域等特定診療所数（か所）

2 2

巡回診療、医師派遣、代診医派遣
のいずれかを実施するへき地医
療拠点病院数（か所） 0 1以上 現状より増加

巡回診療、医師派遣、代診医派遣
の年間実績が合算で12回以上の
へき地医療拠点病院数［オンライ
ン診療を活用して行った場合も含
む］（か所）

0 1以上 現状より増加

指標区分

体制整備

実施件数等

指標名（単位） 現状値の出典目標値の考え方

現状値を維持

令和４年度へき地医療現況調査

北海道医療計画第8章別表
(令和5年4月1日現在)

コメントの追加 [事務局174]:  
文言追加 

コメントの追加 [事務局175]:  
地域住民  
→  
住民 

コメントの追加 [事務局176]:  
数値目標等の表記方法について

はすべて統一した。 
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（図２－９－１） 

 
 

（５）数値目標等を達成するために必要な施策 

関係機関相互の連携により、適切な保健及び医療サービスが継続して実施される体制の  

維持・構築に努めます。 

 

（へき地における保健指導） 

市町村や最寄りのへき地診療所等との連携の下、住民の保健衛生状態を十分把握し、

計画的に無医地区等の実情に即した保健指導を行います。 

 

（へき地における診療の機能） 

○ へき地診療所等の施設・設備の整備や運営費に対して支援します。 

 

○ 幅広い診療に対応できる総合診療医は重要な役割を担うことから、医育大学、北海道医

師会等の関係団体や学会などとの連携の下、総合診療医の養成・確保に取り組みます。 

 

○ 市町村が患者輸送車等を整備する事業に対して支援し、搬送体制の整備に取り組みま

す。 

 

○ 高規格救急車、消防防災ヘリコプター、ドクターヘリなどによる救急搬送体制の充実を図り

ます。 

 

○ へき地医療拠点病院等が行う研修会等を通じ、へき地診療所とへき地医療拠点病院の間

の連携強化に努めます。 
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（へき地の診療を支援する医療の機能） 

○ 無医地区等への巡回診療、へき地診療所等への医師派遣、へき地医療従事者を対象と

した研修会の開催等、へき地医療拠点病院が行うへき地医療支援活動に対して支援しま

す。 

 

○ 医療の地域間格差解消や医療の質及び信頼性の確保を図るため、へき地医療拠点病院

等が遠隔医療を実施するために必要なコンピューター機器等の整備に対して支援を行いま

す。 

 

○ 医育大学に設置した地域医療支援センターによる医師派遣、自治医科大学卒業医師や

地域枠医師の配置、北海道地域医療振興財団のドクターバンク事業、緊急臨時的医師派

遣事業等により、へき地診療を支援する医師の確保を図ります。 

 

○ へき地医療拠点病院からへき地診療所等への代診医等の派遣を行う事業に対して支援

します。 

 

○ 休日・夜間当番医などの情報を提供する救急医療情報システムや小児救急電話相談事

業の普及啓発を図ります。 

 

（行政機関等によるへき地医療の支援） 

○ 北海道へき地医療支援機構について、北海道地域医師連携支援センターとのより緊密な

連携を進め、へき地医療体制の確保に向けた総合的な企画・調整を行います。 

 

○ 北海道のホームページを活用し、道内の地域医療の現状や地域医療を確保するための

対策について紹介します。 

 

○ 地域の医療機関に勤務する医師が、夜間における軽症者受診などの対応で疲弊しない

ために、住民を対象にした懇談会の開催や広報誌などによる啓発活動が行われるよう市町

村等に働きかけ、地域全体で医療を支える機運の醸成を図ります。 

 

（６）医療機関等の具体的な名称 
 （表２－９－３）【へき地診療所】                      令和５年４月１日現在 

  

所 在 地 診療所名
島 牧 村 島牧診療所

黒松内町国保くろまつないブナの森診療所
黒松内町国保しろいかわブナの森診療所

寿 都 町 寿都町立寿都診療所
蘭 越 町 蘭越診療所
真 狩 村 真狩村野の花診療所

留 寿 都 町 留寿都診療所
積 丹 町 積丹町立国保診療所

神 恵 内 村 神恵内村立神恵内診療所
赤 井 川 村 赤井川診療所
仁 木 町 医療法人社団森内科胃腸科医院

ニ セ コ 町 医療法人ニセコ医院
古 平 町 古平町立診療所海のまちクリニック

倶 知 安 町 ニセコインターナショナルクリニック
泊 村 村立茅沼診療所

黒 松 内 町

コメントの追加 [事務局177]:  
文言追加 

コメントの追加 [事務局178]:  
文言追加 

コメントの追加 [事務局179]:  
文言追加 

コメントの追加 [事務局180]:  
夜間のコンビニ受診  
→  
夜間における軽症者受診 

コメントの追加 [事務局181]:  
地域住民  
→  
住民 
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（表２－９－４）【過疎地域等特定診療所】                       令和５年４月１日現在 

  
 

 （表２－９－５）【へき地医療拠点病院】           令和５年４月１日現在 

  
 

（７）歯科医療機関の役割 

歯科医師の確保が困難な、へき地における歯科保健医療サービスの確保に努めます。 

 

（８）薬局の役割 

無薬局町村における医薬品や医療・衛生材料等の提供体制を確保するため、近隣市町

村の薬局による在宅医療などの活動を推進します。 

 

（９）訪問看護事業所の役割 

医療資源が限られるへき地において、地域の特性や生活状況を踏まえた適切なケアが提

供されるよう努めます。 

 

  

所 在 地 診療所名

島 牧 村 島牧診療所

神 恵 内 村 神恵内村歯科診療所

所 在 地 診療所名

倶知安町 ＪＡ北海道厚生連倶知安厚生病院
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１０ 周産期医療体制 

（１）現 状 

○ 当圏域の出生数は平成17年に1,465人、平成30年に1,011人、令和３年に891人と減少

傾向にありますが、一方で、低出生体重児（2,500ｇ未満）の割合は、平成30年に8.70％、

令和３年に10.77％（道平均9.45％）と増加傾向となっています。 

 

○ 全道における産婦人科医師数は、平成８年439人から平成18年には359人と減少傾向に

なりましたが、令和２年には403人と増加に転じています。当圏域では平成８年の18人から

平成22年には９人と半減し、令和４年も同様の９人となっており、産婦人科医師の確保は

厳しい状況にあることが伺えます。＊1 

 

○ 令和２年に、当圏域で就業している助産師は43人となっており、そのうち40人（93.0％）が

「病院・診療所」で就業しています。なお、当圏域においては、助産院が２か所ありますが、

分娩の取扱いはありません。また、社会福祉法人北海道社会事業協会余市病院、JA北海

道厚生連倶知安厚生病院では助産師外来＊2を開設しています。 

 

○ 当圏域においては、「病院・診療所」の分娩の廃止や休止があり、令和６年３月現在、分

娩を行う「病院・診療所」は社会福祉法人北海道社会事業協会小樽病院、JA北海道厚生

連倶知安厚生病院の２病院となっています。 

 

○ 道では、第三次医療圏ごとに総合周産期母子医療センター（以下「総合周産期センタ

ー」という。）を６か所、第二次医療圏に地域周産期母子医療センター（以下「地域周産期

センター」という。）を30か所認定しています。 

 

○ 当圏域においては地域周産期センターとして、社会福祉法人北海道社会事業協会小樽

病院が認定されています。 
 

 （表２-１０-１）【当圏域における総合周産期センター等の整備状況】                           令和５年４月現在 

 
 

○ 「指定」＊3された総合周産期センターは、第三次医療圏内の産科医療機関の医師及び看

護師などの医療従事者を対象とした研修会を開催しており、当圏域内の医療機関の連携体

制の構築や医療技術の向上が図られています。 
 
○ 道では、平成 13 年から北海道周産期救急情報システムにより、総合周産期センターなど

における妊産婦や新生児の受入情報を各医療機関や消防機関等へ提供しており、当圏域
の搬送においても活用されています。 

                                                      
＊1 令和４年医師・歯科医師・薬剤師統計(調査)より 

＊2 助産師外来：助産師が医師と役割分担しながら自立して、妊婦やその家族の意向を尊重しながら、健康や保健指導 

を行うもの 

＊3 「指定」とは、総合周産期センターが、国の定める一定の要件（医療従事者や母体・胎児集中治療管理室（ＭＦＩＣＵ） 

などの病床数）を満たし、北海道総合保健医療協議会の意見を踏まえ道が指定するもの。国の定める一定の要件を 

満たしていない医療機関については、その整備が図られるまでの間は「認定」として取り扱う。 

区　分 主な機能 現状と課題

総合周産期センター

母体又は児におけるリスクの高
い妊娠に対する医療、高度な新
生児医療等の提供

・第三次医療圏ごとに原則１か所
・認定した６か所のうち、国の要件を満
たす「指定」は４か所
【道央圏１カ所：市立札幌病院】

地域周産期センター
周産期に係る比較的高度な医
療の提供

・第二次医療圏に30か所認定
【後志圏域１カ所：社会福祉法人
　北海道社会事業協会小樽病院】

コメントの追加 [事務局182]:  
圏域内  
→  
当圏域内 
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○ 平成 21 年度から開始した周産期救急搬送コーディネーター事業では、北海道周産期救
急情報システムの日々の情報更新、患者を搬送する際の医療機関、消防機関との連絡調
整、妊産婦等からの病状や受診医療機関などについての電話相談を行っています。 

 

○  当圏域の中でも、倶知安保健所管内は、医師や助産師の介助を求めず、意図的に無介

助分娩を選択するケースが多いことが地域の関係者から指摘されています。 
 

（図２-１０-１） 

 
（２）課 題 

（産婦人科医師の確保等） 

現在、分娩や治療を行っている医療機関における産婦人科医師の安定的な確保が必

要です。また、分娩リスクに応じた医療機能の確保、周産期医療に係る連携体制の強化が

必要です。 

令和６年４月に施行の医師の時間外・休日労働の上限規制に適切に対応した医療体制

の確保が必要です。 

 

（周産期医療従事者に対する研修機能の充実） 

   総合周産期センターが、３次医療圏域の周産期医療従事者に対して行う研修会を活用

します。 

 

（総合周産期センター等のＮＩＣＵ等に長期入院している児童の療養・療育環境の充実） 

新生児集中治療室（以下「ＮＩＣＵ」という。）等に長期入院している児童が病状などに応

じた望ましい環境で療養・療育されるよう、地域における保健・医療・福祉サービスが相互

に連携した支援体制の充実が必要です。 

 

（妊産婦等への支援） 

地域で安心して出産できるよう、周産期医療に関する情報提供や相談窓口の周知等が

重要です。また、妊婦健診未受診者や無介助分娩等のハイリスク分娩等を減少させるため

にも引き続き、市町村が実施している妊婦一般健康診査への受診促進を図る取組が必要

です。 

コメントの追加 [事務局183]:  
文言追加 
理由：後志圏域の中でも倶知安

保健所管内は医師や助産師の

介助を求めず意図的に無介助分

娩を選択するケースが多い地域

であることが、保健、医療関係者

より指摘されている。 
 無介助分娩は母児の異常の発

見が遅れたり救急的な対応がで

きないため母児の生命が危険な

状況に陥る可能性がありリスクが

高いことから無介助分娩につい

て追記する。 

コメントの追加 [事務局184]:  
において、 
→  
の 

コメントの追加 [事務局185]:  
妊婦健診未受診者等  
→  
妊婦健診未受診者や無介助分

娩等 
 
理由：後志圏域の中でも倶知安

保健所管内は医師や助産師の

介助を求めず意図的に無介助分

娩を選択するケースが多い地域

であることが、保健、医療関係者

より指摘されている。 
 無介助分娩は母児の異常の発

見が遅れたり救急的な対応がで

きないため母児の生命が危険な

状況に陥る可能性がありリスクが

高いことから無介助分娩につい

て追記する。 
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（３）必要な医療機能 

周産期医療体制の構築に当たっては、総合周産期センター及び地域周産期センター

（以下総合周産期センター等という。）を中心として、三医育大学の協力を得ながら、医療

機関間の連携、第三次医療圏間の連携（広域搬送・相互支援体制の構築等、圏域を越え

た母体及び新生児の搬送及び受入が円滑に行われるための措置）等を推進するとともに、

これまでのハイリスク分娩などに対する取組以外にも、正常分娩等に対する安全な医療を

提供するための体制の確保や周産期医療関連施設を退院した障がい児等が生活の場で

療養・療育できる体制の確保が必要です。 

 

（正常分娩等に対し安全な医療を提供するための、周産期医療関連施設間の連携） 

○ 正常分娩（リスクの低い帝王切開術を含む。）や妊婦健診等の分娩前後の診療を安全に

実施できる体制の構築が必要です。 

 

○ ハイリスク分娩や急変時には地域周産期センター等へ迅速に搬送が可能な体制の構築

が必要です。 

 

○ 妊産婦のメンタルケアや社会的ハイリスク妊産婦（特定妊婦等の妊娠中からの家庭環境

におけるハイリスク要因を有する妊婦）への対応が必要です。 

 

○ 妊婦健診未受診者や無介助分娩等のハイリスク分娩等を減少させるためにも、引き続

き、市町村が実施している妊婦一般健康診査への受診促進を図る取組が必要です。 

 

（周産期の救急対応が24時間可能な体制） 

総合周産期センター、地域周産期センター及びそれに準ずる施設を中心とした周産期

医療体制による、24時間対応可能な周産期の救急体制の確保が必要です。 

 

（新生児医療の提供が可能な体制） 

新生児搬送やＮＩＣＵ、ＮＩＣＵに併設された回復期治療室（以下「ＧＣＵ」という。）及びＮ

ＩＣＵ等の後方病室確保を含めた新生児医療の提供が可能な体制の構築が必要です。 

 

（ＮＩＣＵに入室している新生児の療養・療育支援が可能な体制） 

周産期医療関連施設を退院した障がい児等が生活の場で療養・療育できるよう、医療・

保健及び福祉サービスが相互に連携した支援体制の構築が必要です。 

 

（周産期における災害対策） 

災害時に周産期に係る適切な医療や物資が提供され、また、被災地からの搬送受入や

診療に係る医療従事者の支援が適切に行われる体制の構築が必要です。地域周産期セ

ンターにおいては、被災後、早期に診療機能を回復できるよう、必要な物資の確保等、平

時からの備えを行っておくことが必要です。 

 

（周産期医療における新興感染症の発生・まん延への対策）  

新興感染症が発生した際に、速やかに外来診療、入院、自宅療養等への医療等が提

供できるような体制の構築が必要です。 

 

 

 

 

コメントの追加 [事務局186]:  
総合及び地域周産期センターを

中心として、 
→ 
総合周産期センター及び地域周

産期センター（以下総合周産期

センター等という。） 

コメントの追加 [事務局187]:  
妊婦健診未受診者等  
→  
妊婦健診未受診者や無介助分

娩等 
 
理由：後志圏域の中でも倶知安

保健所管内は医師や助産師の

介助を求めず意図的に無介助分

娩を選択するケースが多い地域

であることが、保健、医療関係者

より指摘されている。 
 無介助分娩は母児の異常の発

見が遅れたり救急的な対応がで

きないため母児の生命が危険な

状況に陥る可能性がありリスクが

高いことから無介助分娩につい

て追記する。 
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（４）数値目標等 
 （表２-１０-２） 

 
 

（５）数値目標等を達成するために必要な施策 

（地域周産期センター等の体制） 

 地域周産期センターは周産期医療に関する最先端の知識・技術が集積している医育大

学との連携を強め、医師の派遣を受けながら、地域の医療資源と連携し、地域の周産期医

療の提供に努めます。 

 

（妊婦婦等への支援） 

○ 地域で安心して出産できるよう、周産期医療に関する情報提供や相談機能を強化すると

ともに、妊婦健診未受診者や無介助分娩等のハイリスク分娩等を減少させるためにも、市

町村が実施している妊婦一般健康診査への受診促進を図ります。 

 

○ 「養育支援保健・医療システム」事業を活用し、産科医療機関と市町村、保健所が情報

共有、連携し未受診等ハイリスク妊婦の支援継続に取り組みます。 

 

（搬送体制等の整備） 

 北海道周産期救急情報システムや周産期救急搬送コーディネーター等を活用し、妊産

婦や新生児のスムーズな地域周産期センター等への救急搬送体制の確保に取り組みま

す。 

 

（妊産婦の多様なニーズに対応する取組） 

〇 身近なところに分娩対応医療機関がない地域における妊産婦や産婦人科医師の負担

軽減につながることから、産科及び産婦人科以外の診療科を含めた医療機関や関係団体

と連携しながら、助産師外来、院内助産所の開設等に努めます。 

 

○ 無痛分娩を実施する医療機関がある場合は、無痛分娩関係学会・団体連絡協議（ＪＡＬ

Ａ）の実施する研修、情報公開、有害事象分析事業への参画を推進します。 

 

（ＮＩＣＵ等に長期入院している児童等への支援） 

ＮＩＣＵ等に長期入院している児童の退院を促進し、ＮＩＣＵ等の満床状態の解消を図る

ととも在宅療養等への円滑な移行を促進するための地域療育支援施設運営事業や、在宅

療養中の定期的医学管理及び保護者の労力の一時支援のための日中一時支援事業な

どに取り組みます。 

現状値 目標値

計画策定時 R11

分娩を取り扱う
医療機関数（か所）

15-49歳女性
10万人当たり

6.5 全国平均 現状より増加

北海道保健福祉部調査
（令和５年４月現在）
医療施設調査（静態）
［厚生労働省］（令和２年）

28.5
全国平均

以上
維持

北海道保健福祉部調査
（令和５年４月現在）
医療施設調査（静態）
［厚生労働省］（令和２年）

新生児死亡率（千対） 出生数 -
全国平均

以下
全国平均以下

令和３年（２０２１年）
北海道保健統計年報

周産期死亡率（千対）
出生数＋妊娠満22週
以降の死産

1.1
全国平均

以下
全国平均以下

令和３年（２０２１年）
北海道保健統計年報

安 全 に 出
産

できる体制

指標区分 指標名（単位） 目標値の考え方 現状値の出典

体 制 整 備

産科・産婦人科を標ぼうする病院、診療所の
助産師外来開設割合（％）

コメントの追加 [事務局188]:  
数値目標等の表記方法について

はすべて統一した。 

コメントの追加 [事務局189]:  
妊婦健診未受診者等  
→  
妊婦健診未受診者や無介助分

娩等 
 
理由：後志圏域の中でも倶知安

保健所管内は医師や助産師の

介助を求めず意図的に無介助分

娩を選択するケースが多い地域

であることが、保健、医療関係者

より指摘されている。 
 無介助分娩は母児の異常の発

見が遅れたり救急的な対応がで

きないため母児の生命が危険な

状況に陥る可能性がありリスクが

高いことから無介助分娩につい

て追記する。 

コメントの追加 [事務局190]:  
当圏域においては、身近なところ

に 
→ 
身近なところに 
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（周産期における災害対策） 

災害時に周産期に係る適切な医療や物資が提供されるよう、災害拠点病院や周産期母

子医療センター等の連携体制の確保を進めるなど、災害時における周産期医療体制の構

築に努めます。 

道は、「北海道災害時小児周産期リエゾン」を活用し、災害時に保健医療福祉調整本部

等において、「北海道災害医療コーディネーター」をサポートし、被災地の医療ニーズ等の

把握、分析や周産期医療に関する助言や支援を行える体制整備を図ります。 

○ 

（周産期医療における新興感染症の発生・まん延への対策） 

新興感染症が発生した際に、速やかに入院、外来診療、自宅療養者等への医療等が

提供できるよう、関係者や関係機関と協議の上、医療措置協定を締結するなど、平時から

計画的な準備に努めます。また、主に当該感染症に対応する医療機関等と当該感染症以

外に対応する医療機関等の役割分担が図られるよう調整に努めます。 

○ 

（６）医療機関等の具体的名称 
 （表２-１０-３）【産婦人科又は産科標榜医療機関（後志圏域）】                           令和６年４月現在 

  
 出典：道内医療機関名簿 

 

 （表２-１０-４）【総合周産期センター等】 

  
 

 （表２-１０-５）【特定機能周産期母子医療センター＊1】 

  
 

（７）歯科医療機関の役割 

妊娠は、ホルモン等の内分泌機能の生理的変化により、歯周病のリスクを高めることか

ら、市町村等と連携し、妊産婦に対して歯・口腔の健康づくりに関する正しい知識や定期

的に歯科医療機関受診することの必要性を啓発するための機会の確保に努めます。 

   また、妊婦が歯科医療機関を受診した際は、妊娠週数に配慮し、適切な歯科医療の提

供に努めます。 

                                                      
＊1 特定機能周産期母子医療センターとは、総合周産期センターでは対応が難しいハイリスクの胎児や新生児に対応 

する。また、搬送患者の受入れや全道の医療従事者等を対象とした研修会を開催する。 

所管保健所 区      分
分娩の
実施

社会福祉法人 北海道社会事業 協会小樽病院 ○

○

診 療 所

倶　知　安
病 院

北海道社会事業協会余市病院

JA北海道厚生連倶知安厚生病院

ながいよしえ倶知安クリニック

医療機関名

小　樽　市

病 院
小樽市立病院

診 療 所
おたるレディースクリニック

医療法人社団新開レディースクリニック

総合

地域

市立札幌病院 【平成18年１月30日】

北海道社会事業協会小樽病院 平成13年10月１日

医　療　機　関　名 区分
【指 定 年 月 日】

認 定 年 月 日

特定北海道立子ども総合医療・療育センター 平成19年９月１日

医　療　機　関　名 区分
【指 定 年 月 日】

認 定 年 月 日

コメントの追加 [事務局191]:  
文言削除 
“【関連：北海道医療計画 第３

章第８節「災害医療体制」

（P93）】” 

コメントの追加 [事務局192]:  
文言削除 
“【関連：８ 「新興感染症発生・ま

ん延時における医療体制」

（P●）】” 

コメントの追加 [事務局193]:  
図の変更 
総合周産期センター、地域周産

期センターと特定機能周産期母

子医療センターに表を分け、医

療圏を削除。 

コメントの追加 [事務局194]:  
図の変更 
総合周産期センター、地域周産

期センターと特定機能周産期母

子医療センターに表を分け、医

療圏を削除。 
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（８）薬局の役割 

妊婦等が医薬品を適切かつ安全に使用できるよう、薬局において、薬学的管理（薬剤服

用歴の管理、服薬状況や副作用の把握等）を行うとともに、妊婦等への適切な服薬指導な

どに努めます。 

 

（９）訪問看護事業所の役割 

○ 周産期医療関連施設を退院した障がい児等が在宅で療養・療育できるよう医療機関な

どと連携し、支援を行います。 

 

○ 心身の疾病や障がいのある妊婦が不安なく妊娠期の生活や分娩ができるよう、また、周

産期医療関連施設を退院した障がい児等が在宅で療養・療育できるよう、医療機関や市

町村等地域関係者と連携して支援を行います。 
 

 （図２-１０-２） 

 
 

 

 

 

 

 

 

周産期医療連携体制

【分娩の取扱】

総合周産期母子医療センター
（高度・専門的な周産期医療の提供）

地域周産期母子医療センター
（専門的な周産期医療の提供）

一般の周産期母子医療施設
（正常分娩に対応する施設）

【対応が難しい新生児】

特定機能周産期母子医療センター
【北海道立子ども総合医療・療育センター】

（ハイリスクの胎児や新生児に対応する周産期医

療の提供）

【協力支援機関】

三医育大学

第三次医

療圏

第二次医

療圏

救急搬送

コーディネーター

応需確認

受入要請

相

談

【療養・療育支援】

地域療育支援施設

日中一時支援施設

訪問看護事業所

受

診

救

急

搬

送

要

請

救

急

隊

連

携

退

院

支

援

在

宅

支

援

妊産婦・新生児 長期療養児

周産期医療連携体制

【分娩の取扱】

総合周産期母子医療センター
（高度・専門的な周産期医療の提供）

地域周産期母子医療センター
（専門的な周産期医療の提供）

一般の周産期母子医療施設
（正常分娩に対応する施設）

【対応が難しい新生児】

特定機能周産期母子医療センター
【北海道立子ども総合医療・療育センター】

（ハイリスクの胎児や新生児に対応する周産期医

療の提供）

【協力支援機関】

三医育大学

第三次医

療圏

第二次医

療圏

救急搬送

コーディネーター

応需確認

受入要請

相

談

【療養・療育支援】

地域療育支援施設

日中一時支援施設

訪問看護事業所

受

診

救

急

搬

送

要

請

救

急

隊

連

携

退

院

支

援

在

宅

支

援

妊産婦・新生児 長期療養児

コメントの追加 [事務局195]:  
（９）訪問看護ステーションの役割 
→ 
（９）訪問看護事業所の役割 
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１１ 小児医療体制（小児救急を含む） 

（１）現 状 

（小児医療の現状） 

○ 当圏域の小児人口（15歳未満）は、令和２年には18,271人であり、平成22年の24,888人に

比べて26.6％減少しています。（人口は、平成22年及び令和２年の国勢調査） 

 

○ 当圏域の小児科標ぼう病院数は、令和５年10月１日現在７か所で、令和３年４月１日より１

か所（12.5％）減少し、小児科標ぼう診療所数は30か所で、令和３年４月１日より変化はあり

ません。 

 

○ 道内の小児医療を行う医師数は減少傾向にありましたが、令和２年には微増しました。ま

た、小児科を専門とする医師の数は増加傾向にありますが、その多くは都市部に集中して

おり、地域偏在が生じています。 

 

○ 当圏域の令和２年の小児人口１万人当たりの小児医療を行う医師数は19.4人となってお

り、全道平均の16.3人及び全国平均の18.6人を上回っています。また、小児科を専門とする

医師の数は9.8人となっており、全道平均の11.6人及び全国平均の12人より少ない状況に

あります。＊1 

 

○ 当圏域では、小児医療の中核的な医療機関である「北海道小児地域医療センター」に社

会福祉法人北海道社会事業協会小樽病院が選定されています。 

○ 

（小児救急の状況） 

○ 当圏域の令和３年の全救急搬送数における軽症者の割合は34％であるのに対し、18歳未

満の救急搬送数における軽症者の割合は54.9％となっています。＊2＊3 

 

○ 厚生労働省の調査＊4によると、小児救急患者の時間帯別の受診状況は、平日では夕刻

から準夜帯（18時から22時頃まで）にかけて増加傾向にあり、土日ではさらに多くなってお

り、小児救急患者はいわゆる時間外受診が多いことが指摘されています。 

 

○ また、道が実施した「二次救急医療機関における救急患者受入実態調査」における小児

救急患者の時間外受診の状況を見ると、「特に軽症」と「軽症」の患者が多数を占めていま

す。○ 

 

○ このような小児救急における受療行動には、少子化、核家族化や夫婦共働きなどの生活

環境の変化が大きく影響していると指摘されています。 
 

 

 

 

 

 

 

                                                      
＊1 厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師統計」、なお「小児医療を行う医師」は、診療科として小児科のみを回答した医 

師及び複数回答した診療科の中に小児科を含んでいた医師、「小児科を専門とする医師」は診療科として小児科のみ 

を回答した医師及び複数回答した診療科のうち小児科を主たる診療科として回答した医師のことをいう。 

＊2 北海道総務部「消防年報（救急救助年報）」及び消防庁「救急・救助の現況」 

＊3 北海道総務部「令和４年消防年報（令和３年救急救助年報）」 

＊4 厚生労働科学研究「小児救急医療における患者・家族ニーズへの対応策に関する研究」（主任研究者衛藤義勝） 

（平成 16 年度） 

コメントの追加 [事務局196]:  
令和３年４月  
→  
令和３年４月１日 

コメントの追加 [事務局197]:  
令和２年の  
→  
当圏域の令和２年の 

コメントの追加 [事務局198]:  
図削除（配置換） 

コメントの追加 [事務局199]:  
脚注削除 
＊５ 北海道保健福祉部調 

コメントの追加 [事務局200]:  
家庭の変化とともに、保護者等に

よる専門医志向や病院志向が 
→  
生活環境の変化が 
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【グラフ２-１１-１】【救急車による搬送人員（全体と18歳未満）の推移】 

  
＊ 北海道総務部「消防年報(救急救助年報)」及び消防庁「救急・救助の現況(各年)」 

 

○ 道では、小児救急医療体制の整備に対する社会的要請が強まっていることから、通常の

救急医療体制によるほか、小児救急医療支援事業により、小児二次救急医療の体制整備

を図っています。 
 

（表２-１１-１）小児救急医療支援事業（平成11年～） 

  
 

○ 当圏域では、社会福祉法人北海道社会事業協会小樽病院が平成18年10月から、小児救

急医療支援事業を実施しています。 
○ 
（北海道小児救急地域医療研修事業）＊1（平成17年度～） 

 北海道では、道内の内科医等を対象とした小児救急に関する研修を実施し、地域の小児

救急医療に係るネットワーク体制を構築しています。 
 

（表２-１１-２）北海道小児救急地域医療研修事業（平成17年度～） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      
＊1 北海道小児救急医療地域研修事業 

道内の内科医等を対象とした小児科救急に関する研修を実施することにより、地域の小児救急医療、地域の小児救 

急体制の補強を目的に、北海道が北海道医師会に委託して実施する事業。 

事 業 概 要  輪番制により休日・夜間の小児の二次救急医療を確保する。

対 象 圏 域  二次医療圏単位（原則）　～道内２１医療圏（４２施設）

事 業 主 体  市町村長の要請を受けた病院

実 施 機 関 北海道医師会に委託

実 施 地 区 第三次医療圏を基本に、全道８地区に区分し開催

対 象 者 在宅当番医制に参加する医師、行政関係者など

コメントの追加 [事務局201]:  
通常の救急医療体制（本章第７

節参照）  
→  
通常の救急医療体制 

コメントの追加 [事務局202]:  
表の削除 
“[医療機関名簿公表基準]” 
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（小児救急電話相談事業） 

夜間における子どもの急な病気やけがなどの際に、専任の看護師や医師が保護者等から

の相談に対し、電話による助言を行っています。 
 

 （表２-１１-３）小児救急電話相談事業（平成16年度～） 

 
 

（２）課 題 

（小児医療体制等の確保） 

○ 子どもを持つ家族に対する相談など、家族を支援する体制や子どもの症状・状態に応じた

小児医療体制の確保が必要です。 

 

○ 当圏域では、社会福祉法人北海道社会事業協会小樽病院が北海道小児地域医療セン

ターとして選定され、また、小児救急医療支援事業を実施しており、本体制を維持していくこ

とが必要です。 

 

（小児高度専門医療や療養・療育支援体制の確保） 

○ 小児疾患に対する高度・専門的な診断・治療や医療・療育、また、小児の三次救急医療機

関との連携が必要です。 

 

○ また、発達障がいの子ども、重症心身障がい児、医療的ケア児等が、必要な医療・療育や

適切な支援を身近な地域で受けられるよう関係機関との連携が必要です。 

 

（３）必要な医療機能 

（症状等に応じた医療機能や救急医療体制の充実） 

疾病や症状等に応じた医療が提供されるよう、一般の小児医療から高度・専門医療及び

初期救急医療から三次救急医療に至る体系的な医療提供体制の充実を図るとともに、急性

期を脱した患者を地域で受け入れられるよう、医療機関の機能に応じた連携体制を構築す

ることが必要です。 

 

（災害時を見据えた小児医療体制） 

災害時に小児患者に適切な医療や物資が提供され、また、被災地からの搬送受入や診

療に係る医療従事者の支援が適切に行われる体制の構築が必要です。 

 

（小児医療における新興感染症の発生・まん延への対策） 

新興感染症が発生した際に、速やかに外来診療、入院、自宅療養者等への医療等が提

供できる体制の構築が必要です。 

 

 

 

 

 

 

コメントの追加 [事務局203]:  
できるような  
→  
できる 
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（４）数値目標等 
 （表２-１１-４） 

 
 

（５）数値目標等を達成するために必要な施策 

（小児医療体制等の確保） 

【相談支援体制等】 

○ ＡＥＤの使用方法を含む救急蘇生法等講習会を実施します。 

 

○ 小児救急電話相談事業や救急医療情報システムの活用を促進するとともに、医療機関へ

の適正な受診等に関する住民の理解を深めるなど、救急医療について啓発に努めます。 

 

【一般の小児医療及び初期小児救急医療体制】 

小児医療については、できるだけ患者の身近なところで提供されることが望ましいことか

ら、小児救急医療地域研修事業の受講促進など、一般の小児医療及び初期小児救急医療

を担う病院・診療所の維持や確保に努めます。 

 

【小児専門医療及び入院小児救急医療体制】 

○ 「北海道小児地域医療センター」において、専門医療及び入院を要する小児患者に対応

する小児救急医療の提供体制や搬送体制の確保を図ります。 

 

○ 小児専門医療を担う病院における小児科医師の勤務環境の改善を図るため、地域の開

業医や総合診療医、関係機関との幅広い連携体制の構築に努めます。 

                                                                                                                  

 

 

 

 

 

現状値 目標値
計画策定時 R11

小児科医療を 行う医師数
［小児人口１万人対］（人）

17.5 18.6以上 全国平均以上
令和4年厚生労働省「医師・
歯科医師・薬剤師調査」

小児の訪問看護を実施して
いる訪問看護事業所のある
第二次医療圏（医療圏）

○
（０）

○
（１）

全圏域での実施
令和3年度　NDB
［厚生労働省］

小児の訪問診療を実施して
いる医療機関のある第二次
医療圏（医療圏）

○
（１）

○
（１）

現状値を維持
令和4年度　NDB
［厚生労働省］

体制確保に係る圏域

北海道小児地域医療セン
ター、北海道小児地域支援
病院による提供体制が確保
されている第二次医療圏

○
（１）

○
（１）

現状値を維持
北海道保健福祉部調
（令和６年４月現在）

住民の健康状態等 乳児死亡率［千対］（人） 1.26 1.26以下 現状より減少
北海道保健福祉部調
（令和６年５月現在）

指標区分 指標名（単位） 目標値の考え方 現状値の出典

体制整備

コメントの追加 [事務局204]:  
文言削除 
当圏域として、北海道医療計画

の現在の全道値を目標値とし

て、達成のため努力します。 

コメントの追加 [事務局205]:  
数値目標等の表記方法について

はすべて統一した。 



103 

 

（図２-１１-１） 

 
 

（小児高度専門医療や療養・療育支援体制の確保） 

【小児高度専門医療の提供】 

大学病院、北海道子ども総合医療・療育センター、総合周産期母子医療センターなどと

の連携に努めます。 

 

【療養・療育支援体制の確保】 

○ 発達障がいの子ども、重症心身障がい児、医療的ケア児等が、在宅医療や療育、短期入

所等の福祉サービスなどの支援を身近な地域で受けられるよう、地域生活を支援する体制

の充実に努めます。 

 

○ 北海道医療的ケア児等支援センターを中心として、医療的ケア児及びその家族への支援

体制の構築に努めます。 

 

○ 退院後の医療的ケア児等の保護者の負担を軽減するための、レスパイト等の受入体制の

確保に努めます。 

○ 

【小児在宅医療の提供体制の確保】 

○ 小児在宅医療の担い手を育成するため、医師・看護師等の医療従事者に対する普及啓

発の活用や研修会への参加を促します。 

 

○ 在宅療養中の小児の状態が急変した際などに適切に対応できるよう、小児在宅医療を担

う医療機関と後方支援機能を担う医療機関との連携体制の構築や、小児高度専門医療を

提供する北海道立子ども総合医療・療育センター等との連携体制の確保に努めます。 

 

○ 医療的ケア児及びその家族を含む小児等の在宅生活について、小児期から成人期とい

ったフェーズの変化や地域の実情に応じた支援体制の構築に向けて、保健・医療・福祉・

教育等の関係者間の連携促進に取り組みます。 

 

○ 医療的ケア児のＮＩＣＵ等からの退院支援について、在宅医療を担う医療機関と入院医療

機関が連携して対応することができるよう、訪問診療医のグループと後方支援を行う医療機

関との連携体制の構築に向けた支援を行います。 

 

　＜北海道小児地域医療センターの選定基準＞
① 一定数以上の小児科の常勤医師が勤務していること
② 小児科の入院医療を提供していること
③ 小児二次救急医療を担っていること
④ ＮＩＣＵを整備していること

（要件１） 北海道小児地域医療センターの選定基準のうち、①及び②を満たし、小児二次救
急医療を担っている医療機関又は救急告示医療機関であり、かつ、分娩を行ってい
る病院

（要件２） 　北海道小児地域医療センターの未整備圏域において、以下のア～ウを満たす病院
　ア　小児科の常勤医師が勤務していること
　イ　小児科の入院医療を提供していること
　ウ　小児二次救急医療等を担っていること

　＜北海道小児地域支援病院の選定基準＞
　次の要件のいずれかを満たす医療機関

【北海道小児地域医療センター及び北海道小児地域支援病院の選定基準】

コメントの追加 [事務局206]:  
文言削除（配置換） 
○ 小児在宅医療の担い手を育

成するため、医師・看護師等の医

療従事者に対する普及啓発の活

用や研修会への参加を促しま

す。 

コメントの追加 [事務局207]:  
文言追加（配置換） 
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（小児期医療から成人期医療への移行支援） 

国立病院機構独立行政法人北海道医療センター内に設置されている移行期医療支援

センターを活用し、小児慢性特定疾病児童やその家族、医療機関からの相談に対応するほ

か、移行に必要な調整や支援を行うなど、小児期医療から成人期医療への円滑な移行を支

援します。 

 

（災害時を見据えた小児医療体制） 

災害時に小児患者に適切な医療や物資が提供されるよう、災害拠点病院や地域の中核

的医療機関等の連携体制の確保を進めるなど災害時における小児医療体制の構築に努め

ます。 

○ 

（小児医療における新興感染症の発生・まん延への対策） 

新興感染症が発生した際に、速やかに入院、外来診療、自宅療養者等への医療等が提

供できるよう、関係者や関係機関と協議の上、医療措置協定を締結するなど、平時から計画

的な準備に努めます。また、主に当該感染症に対応する医療機関等と当該感染症以外に

対応する医療機関等の役割分担が図られるよう調整に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コメントの追加 [事務局208]:  
北海道医療センター  
→  
国立病院機構独立行政法人北

海道医療センター 

コメントの追加 [事務局209]:  
文言削除 
○ 「北海道災害時小児周産期

リエゾン」を任命し、災害発生時

に保健医療福祉調整本部等に

おいて、「北海道災害医療コー

ディネーター」をサポートし、被災

地の医療ニーズ等の把握、分析

や周産期医療に関する助言や支

援を行える体制整備を図ります。 
理由：リエゾン任命者は限られて

おり、災害時は二次医療圏ごと

にコーディネーターが在籍してい

るため、リエゾンとコーディネータ

ーがともに行動するため 
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（６）医療機関等の具体的名称 
（表２-１１-５）【小児科及び小児科外科を標ぼうする医療機関】                       令和５年10月１日現在 

 
   ◎小児救急医療支援事業実施病院  ●北海道小児地域支援病院 

 

○ 

（７）歯科医療機関の役割 

   子どもの発達障がい等に対する支援として、できるだけ身近なところで適切な歯科保健医

療サービスを受けられるよう、郡市歯科医師会等と連携し、障がい者歯科医療協力医及び

協力歯科衛生士の資質向上との確保に努めます。 

 

（８）薬局の役割 

  子どもを持つ家族からの相談に対応するため、「健康サポート薬局」等、かかりつけ薬局・

薬剤師を普及するとともに、地域の薬局が相互に連携し、休日や平日の診療時間外におけ

る調剤応需のほか、市販薬を含めた医薬品や衛生材料等の供給体制の充実に努めます。 

 

保
健
所

病 院 有 床 診 療 所 無 床 診 療 所

社会福祉法人恩賜財団済生会支部北海道
済生会小樽病院

医療法人社団大橋内科胃腸科クリニック 梅ヶ枝内科・眼科クリニック

小樽市立病院 おたるこどもクリニック

◎●社会福祉法人北海道社会事業協会
小樽病院

医療法人社団小野内科医院

医療法人社団三ツ山病院 外園内科医院

つだ小児科

中垣内科小児科医院

医療法人社団敬愛会本多医院

小樽市夜間急病センター

社会福祉法人北海道社会事業協会
余市病院

島牧診療所 蘭越診療所

ＪＡ北海道厚生連倶知安厚生病院 寿都町立寿都診療所 医療法人ニセコ医院

黒松内町国保くろまつないブナの森診療所 真狩村野の花診療所

留寿都診療所

喜茂別町立クリニック

倶知安町保健福祉会館

医療法人社団健生会さとう内科医院

ニセコインターナショナルクリニック

積丹町立国民健康保険診療所

古平町立診療所海のまちクリニック

仁木町保健センター医務室

勤医協余市診療所

赤井川診療所

社会福祉法人北海道社会事業協会
岩内病院

小沢診療所

発足診療所

前田診療所

医療法人社団前田医院

神恵内村立神恵内診療所

小樽市

倶知安

岩内

［医療機関名公表基準］
　小児医療の中核的な医療機関若しくは一般的な入院医療や小児の二次救急医療を担う
医療機関として北海道知事が選定した医療機関

コメントの追加 [事務局210]:  
表修正 
●小樽市立病院 
→ 
小樽市立病院 
●社会福祉法人北海道社会事

業協会余市病院 
→ 
社会福祉法人北海道社会事業

協会余市病院 
●ＪＡ北海道厚生連倶知安厚生

病院 
→ 
ＪＡ北海道厚生連倶知安厚生病

院 
●社会福祉法人北海道社会事

業協会岩内病院 
→ 
社会福祉法人北海道社会事業

協会岩内病院 
 
“中垣内科小児科医院”が有床

診療所の欄にあったが、無床診

療所に移動した。 
 
赤井川診療所（赤井川村立） 
→ 
赤井川診療所 
小沢診療所（共和町立） 
→ 
小沢診療所 
発足診療所（共和町立） 
→ 
発足診療所 
前田診療所（共和町立） 
→ 
前田診療所 
社会福祉法人恩賜財団済生会

支部北海道済生会西小樽病院 
→ 
社会福祉法人恩賜財団済生会

支部北海道済生会小樽病院 

コメントの追加 [事務局211]:  
図追加（配置換） 
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（９）訪問看護事業所の役割 

在宅医療を必要とする小児等が地域で安心して療育できるよう、小児等の成長発達に応

じた看護を提供するとともに、保健・医療・福祉・保育・教育などの関係者と連携し、小児及

びその家族の支援の充実に努めます。 
 

（図２-１１-２） 

 

  

コメントの追加 [事務局212]:  
図の変更 
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１２ 在宅医療の提供体制 

（１）現 状 

○ 長期にわたる療養や介護を必要とする患者が、病気と共存しながら、生活の質の維持・向

上を図りつつ療養生活を継続することができるよう、在宅医療の提供体制の整備が必要とさ

れています。そのため、二次医療圏と市町村の中間の「地域単位」＊1ごとに在宅医療の課題

について検討してきたところです。 
 

 （表２-１２-１） 

  
 

○ 年々高齢化が進み、令和５年１月１日現在の高齢化率は、全道平均32.8％に対し、当圏

域は39.6％と6.8ポイント上回っている状況です。また、全道の世帯数に占める単身高齢者

世帯＊2が14.7％に対し、当圏域は19.3％と4.6ポイント上回っている状況です。前回策定時

（平成27年10月１日現在17.7％）と比較しても1.6％ポイント増加しています。高齢化による世

帯構造の変化を踏まえ、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう、医療と

介護が連携した地域包括ケアシステムを構築する必要があります。 
 

（グラフ２-１２-１）【高齢化の状況】 

 
出典：住民基本台帳人口 （平成30年１月１日現在及び令和５年１月１日現在） 

  

 

 

 

 

 

 

 

                                                      
＊1 地域単位：後志圏域は広域であり、在宅医療の提供体制に関する現状と課題整理を行う「地域単位」が５地域（小 

樽市、寿都、羊蹄、余市、岩内）設定されました。 

＊2 令和２年国勢調査 

地域単位
小樽市
寿都
羊蹄
余市
岩内 共和町・岩内町・泊村・神恵内村

地域単位内の市町村
小樽市
島牧村・寿都町・黒松内町
蘭越町・ニセコ町・真狩村・留寿都村・喜茂別町・京極町・倶知安町
積丹町・古平町・仁木町・余市町・赤井川村

コメントの追加 [事務局213]:  
また、これまで在宅医療を議論す

るための二次医療圏と市町村の

中間の「地域単位」ごとに課題を

検討してきました。 
→ 
そのため、二次医療圏と市町村

の中間の「地域単位」ごとに在宅

医療の課題について検討してき

たところです。 

コメントの追加 [事務局214]:  
脚注追加 
＊２ 令和２年国勢調査 

コメントの追加 [事務局215]:  
単身高齢者世帯も全道 
→ 
全道の世帯数に占める単身高齢

者世帯が 

コメントの追加 [事務局216]:  
さらに、高齢者夫婦世帯は、全道

14.0％に対し当圏域では 15.9％

と 1.9％ポイント上回っておりま

す。高齢化による急速な 
→ 
高齢化による 
理由：地域全体の世帯構造の変

化について説明したいため、全

世帯に占める割合とした 
前回の推進方針作成時と比較

し、高齢者夫婦世帯は 0.3％増、

実数では約 200 世帯減少してい

ることから夫婦世帯の記載を削除

した。 

コメントの追加 [事務局217]:  
図の修正 
後志の令和５年度の高齢化率 
36.7％ 
→ 
39.6％ 
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（図２-１２-１） 

 
 

 （図２-１２-２） 

  
 

（グラフ２-１２-２）【死亡場所の状況】 

 
 出典：人口動態調査（平成28年・令和４年） 

＊ 老人ホーム：養護老人ホーム、特別養護老人ホーム及び有料老人ホームをいう。 

 

 

 

〈在宅医療〉
◇　治療や療養を必要とする患者が、通院困難な状態にあっても自宅等の生活の場で必要な
　医療を受けられるように、医師などが自宅等（＊）を訪問して看取りまでを含めた医療を提供
　するものです。
◇　在宅医療の対象者は、病気やけがなどにより通院が困難な人で、退院後継続して治療が
　必要な人、又は自宅等で人生の最終段階における医療を希望する人などで、具体的には、
　寝たきりの高齢者、神経難病患者、けがによる重度の後遺症のある患者、末期がん患者等で
　す。

＊　「自宅等」とは、居宅、特別養護老人ホーム、養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人
　ホーム、サービス付き高齢者向け住宅、認知症対応型共同生活介護事業所等を指します。

〈地域包括ケアシステム〉
地域の実情に応じて、高齢者が、住み慣れた地域でその有する能力に応じ自立した日常

生活を営むことができるよう、医療、介護、介護予防、住まい及び自立した日常生活の支援
が包括的に確保される体制をいいます。
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○ 全国的に実施された「人生の最終段階における医療・ケアに関する意識調査」＊1では、一

般国民の「人生の最終段階における、最期を迎えたい場所」として「病気で治る見込みがな

く、およそ１年以内に徐々にあるいは急に死に至ると考えられる場合」は43.8％、「末期がん

で、食事や呼吸が不自由であるが、痛みはなく、意識や判断力は健康なときと同様の場合」

で32.2％、「認知症が進行し、身の回りの手助けが必要で、かなり衰弱が進んできた場合」

で14.7％の人が自宅で最期を迎えることを希望しています。また、「病気で治る見込みがなく、

およそ１年以内に徐々にあるいは急に死に至ると考えられる場合」に最期を迎えたい場所と

して「自宅」を選択した一般国民のうち71.5％が「住み慣れた場所にいたい」ことを理由とし

て挙げているものの「自宅」を選択しなかった一般国民においては、64.9％の方が「介護し

てくれる家族等に負担ががかかる」ことを理由に最期を迎えたい場所として「自宅」を希望し

ないとしています。 

 

○ 当圏域では、自宅や老人ホーム（養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、軽費老人ホー

ム及び有料老人ホーム）における死亡の割合は18.2％であり、全国平均（28.4％）や全道平

均（18.5％）と比較すると低い状況となっています。しかし、老人保健施設等での死亡の割

合は、当圏域4.6％と全国3.9％、全道2.9％と比較し高い状況です。 
 

 （図２-１２-３） 

  
2
 

○ 在宅医療サービスの提供状況を見ると、本道では、医療保険等による在宅サービス（往

診・訪問診療・看取り）は、病院では62.5％、診療所では26.5％、歯科診療所では33.6％が

実施していますが、当圏域では、病院では57.1％、診療所では35.7％、歯科診療所では

55.1％となっています。当圏域において、在宅サービスを実施している診療所と歯科診療所

の割合は、全道平均よりも高い状況にあります。 
 

（表２-１２-２）【在宅サービス実施医療機関状況】                              令和２年 

 
 厚生労働省「医療施設調査」 
 

○ 訪問看護ステーション（サテライト型事業所含む）は、令和５年４月１日現在 24 か所あり、小

樽市に 14 か所、寿都１か所、羊蹄５か所、余市２か所、岩内２か所設置されています。また、

24 時間体制をとっている訪問看護ステーションは、小樽市に 13 か所、寿都１か所、羊蹄２か

所、余市１か所、岩内１か所となっています。 
 

 （表２-１２-３）【訪問看護ステーション数（サテライト型含む）】                  令和５年４月１日現在 

  
出典：道保健福祉部調 （ ）サテライト型再掲 

 
 

                                                      
＊1 厚生労働省「人生の最終段階における医療・ケアに関する意識調査」(令和 4 年) 

＊2 厚生労働省「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」(平成 30 年) 

〈人生の最終段階における医療・ケアの在り方〉＊２

医師等の医療従事者から適切な情報の提供と説明がなされ、それに基づいて医療・ケアを
受ける本人が多専門職種の医療・介護従事者から構成される医療・ケアチームと十分な話し
合いを行い、本人による意思決定を基本とした上で、人生の最終段階における医療・ケアを
進めることが最も重要な原則である。

区　分 病　院 診療所 歯科診療所
全　道 62.5% 26.5% 33.6%
後　志 57.1% 35.7% 55.1%

区 分 小樽市 寿　都 羊　蹄 余　市 岩　内 合　計
訪問看護ステーション 14 1 5(3) 2 2 24(3)
(再掲)24時間体制 13 1 2 1 1 18

コメントの追加 [事務局218]:  
脚注の修正 
＊１厚生労働省「人生の最終段

階における医療に関する意識調

査」(令和 4 年) 
→ 
＊１厚生労働省「人生の最終段

階における医療・ケアに関する意

識調査」(令和 4 年) 

コメントの追加 [事務局219]:  
文言の追加 
、 

コメントの追加 [事務局220]:  
図の修正 
〈人生の最終段階における医療

及びケアのあり方〉 
  医師等の医療従事者から適

切な情報の提供と説明がなさ

れ、それに基づいて患者が医療

従事者と話し合いを行い、患者

本人による決定を基本とした上

で、人生の最終段階における医

療を進めることが最も重要です。 
→ 
〈人生の最終段階における医療・

ケアの在り方〉＊２ 
 医師等の医療従事者から適切

な情報の提供と説明がなされ、そ

れに基づいて医療・ケアを受ける

本人が多専門職種の医療・介護

従事者から構成される医療・ケア

チームと十分な話し合いを行い、

本人による意思決定を基本とした

上で、人生の最終段階における

医療・ケアを進めることが最も重

要な原則である。 
＊２ 厚生労働省「人生の最終段

階における医療・ケアの決定プロ

セスに関するガイドライン」(平成

30 年) 

コメントの追加 [事務局221]:  
表の修正 
訪問看護ステーションの合計 
24 
→ 
24(3) 
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（表２-１２-４）【保険医療機関のみなし指定訪問看護事業所数】                令和６年６月30日現在 

 
出典：道保健福祉部調 

 

○ 在宅患者への訪問による薬剤管理指導を実施し、在宅患者調剤加算を算定している薬

局は、令和５年４月１日現在44施設となっています。 
 

 （表２-１２-５）【在宅患者調剤加算を算定している薬局数】                  令和５年４月１日現在 

  
出典：道保健福祉部調（北海道厚生局届出数） 

 

○ がんなどの疼痛緩和に必要な医療用麻薬の調剤や患者宅での保管管理・廃棄等の指導

に対応できる麻薬免許を有する薬局は令和５年１月１日現在100施設となっています。 
 

 （表２-１２-６）【麻薬免許を有する薬局数】                             令和５年１月１日現在 

 
出典：保健所調 

 

（２）課 題 

（在宅医療（訪問診療）の需要の把握） 

○ 高齢化の進行や生活習慣病（慢性疾患）が死因の上位を占めるなどの疾病構造の変化

に伴い、要介護認定者や認知症患者は増加しており、当圏域でも自宅や地域で疾病を抱

えつつ生活を送る方の需要は今後も見込まれます。また、地域医療構想を推進する中で、

病床の機能分化・連携が進むことに伴う増加（新たなサービス必要量）も見込まれます。 

 

○ 在宅医療は地域包括ケアシステムの不可欠な構成要素であり慢性期の医療ニーズに対

する受け皿であることから、適切な提供体制が必要です。 

 

○ なお、この推計結果については、療養病床の転換に関する状況や在宅医療（訪問診療）

の体制整備の状況などを踏まえ、医療計画の中間年（3年目）で見直すこととしており、本推

進方針についても同様に、再度推計することとしています。 

 
（表２-１２-７）【訪問診療の需要（推移）】 

 
＊ 下段（）は新たなサービス必要量を除いた数（単位：人/日） 

 

 

 

 

区 分 小樽市 寿　都 羊　蹄 余　市 岩　内 合　計
みなし指定訪問看護事業所 80 5 15 19 13 132

区 分 小樽市 寿　都 羊　蹄 余　市 岩　内 合　計
薬　　局 33 0 3 4 4 44

区 分 小樽市 寿　都 羊　蹄 余　市 岩　内 合　計
麻薬免許を有する薬局 66 1 9 17 7 100

区 分
平成25年
【2013年】

令和8年
【2026年】

令和11年
【2029年】

小樽市 1,014
１,２５８

（１,１８５）
1,３６９

（1,２２１）

寿　　都 77
８０

（７６）
８５

（７５）

羊　　蹄 234
２８９

（２７１）
３１４

（２８０）

余　　市 270
３０３

（２８５）
３２５

（２８９）

岩　　内 179
２０５

（１９３）
２２０

（１９６）

コメントの追加 [事務局222]:  
おります。 
→ 
います。 

コメントの追加 [事務局223]:  
本計画の中間年（３年目）の見直

しにおいて、 
→ 
医療計画の中間年（3 年目）で見

直すこととしており、本推進方針

についても同様に、 
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（地域における連携体制の構築） 

○ 住民が在宅療養や介護が必要な状態になっても住み慣れた地域で生活を継続することが

できるよう、当圏域における医療・介護資源、人口及び世帯構造の変化などを踏まえた上で、

在宅医療の推進、介護サービスの提供体制の整備、高齢者の住まいの確保など、地域の

事情に応じた取組を行っていくことが必要です。 

 

○ 住民が安心して医療機関に入退院できるよう、関係機関が相互に連携し、医療と介護の

切れ目のない支援体制を構築することが必要です。 

 

（在宅医療を担う医療機関等の充実） 
 在宅医療を求める患者が、住み慣れた地域で暮らすことができるよう、高齢者の住まいで

ある各施設等を含め、多職種が連携し必要な医療を効果的、効率的に提供できる体制を強

化していくことが必要です。 

 

（緩和ケア体制の整備） 

○ 緩和ケアについては、身体症状の緩和に加え、心理社会的な問題への援助が求められ

ています。 

 

○ 在宅緩和ケアを進めるため、医療用麻薬の効果的・適正な使用を図っていく必要がありま

す。 

 

（在宅栄養指導、口腔衛生管理・口腔機能管理、訪問リハビリテーション体制の充実） 

高齢者の要介護状態の軽減や悪化の防止、フレイル＊1対策として、低栄養や誤嚥
ご え ん

性肺

炎の防止が重要であることから、在宅での栄養管理や口からの食生活を継続させるとともに、

歯・口腔機能の維持等、専門的な口腔衛生管理や口腔機能管理の充実が必要です。 

 

（訪問看護の質の向上） 

訪問看護師には、医師や歯科医師、薬剤師、歯科衛生士、介護支援専門員などの専門

職種と連絡・調整を図り、在宅療養中の患者に適切な看護を提供するなど、在宅医療の現

場で活躍できる高い資質が求められています。 

 

（訪問薬剤管理指導の推進） 

在宅療養中の患者が医薬品を適正に使用できるよう、薬局と医療機関等との間で服薬情

報等を共有するとともに、薬局薬剤師による在宅患者の医薬品管理・適正使用の指導（薬

剤管理指導）の実施が求められています。 

   

（高度な薬学管理等が可能な医療機関及び薬局の充実） 

薬剤師が在宅医療へ積極的に関与することで、薬物有害事象への対処や服薬状況の改

善が見込まれ、在宅医療の質の向上につながります。そのため、多様な在宅医療のニーズ

に対応できる医療機関及び薬局の充実が必要です。 

また、高度な薬学管理等が必要な患者に対して提供できる体制を整備することが必要で

す。 

 

                                                      
＊1 フレイル：学術的な定義は確定していないが、「後期高齢者の保健事業のあり方に関する研究」報告書では、「加齢と 

ともに、心身の活力(運動機能や認知機能等)が低下し、複数の慢性疾患の並存などの影響もあり、生活機能が障害さ

れ、心身の脆弱化が、出現した状態であるが、一方で適切な介入・支援により、生活機能の維持向上が可能な状態像」

と定義されている。(平成 27 年度厚生労働科学研究特別事業「後期高齢者の保健事業のあり方に関する研究」報告書) 

コメントの追加 [事務局224]:  
家庭や施設等地域で生活を送る

ことができるよう、施設サービス、

高齢者のすまい等と連携して 24
時間在宅医療を提供できるよう、

地域の体制を充実 
→ 
地域で暮らすことができるよう、高

齢者の住まいである各施設等を

含め、多職種が連携し必要な医

療を効果的、効率的に提供でき

る体制を強化 

コメントの追加 [事務局225]:  
（訪問看護の質の向上と育成体

制の充実） 
→ 
（訪問看護の質の向上） 

コメントの追加 [事務局226]:  
整備することの充実 
→ 
整備すること 
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（住民に対する在宅医療の理解の促進） 

○ 在宅医療を推進するためには、医療機関はもとより、住民に対し在宅医療に関する情報

提供や普及啓発が必要です。 

 

○ また、自宅等における看護の需要に対応するため、看護の知識・技術の普及を図る必要

があります。 

 

○ 人生の最終段階の患者が自ら望む場所で最期を迎えることができるよう、患者やその家族

(ケアラー等＊1含む)、在宅医療に携わる関係者が患者の意思を共有すること(人生会議（Ａ

ＣＰ:アドバンス・ケア・プランニング）)を推進する取組が必要です。 

 

（災害時を見据えた在宅医療の提供体制の構築） 

○ 自ら避難することが困難な在宅療養中の患者が適切に避難支援をうけられる体制の構築

が必要です。また、避難後には、救護所や避難所における健康管理を中心とした活動が重

要なことから、住民に対し、お薬手帳等の意義について普及啓発が必要です。 

 

○ 災害時は、緊急性の高い状況において事業の継続が必要となるため、各事業所で策定し

ている業務継続計画（ＢＣＰ）等を共有し、地域全体で対応について検討することが必要で

す。 

 

（３）必要な医療機能 

（円滑な在宅療養移行に向けての退院支援が可能な体制【退院支援】） 

〇 入院医療機関と在宅医療を提供する医療機関の円滑な連携により、切れ目のない継続的

な医療提供体制を確保することが必要です。 

 

〇 岩内協会病院や余市協会病院、小樽市内医療機関では、入退院ルールを運用しており、

今後も継続することが必要です。 

 

（日常の療養支援が可能な体制【日常の療養支援】） 

患者の疾患、重症度に応じた医療（緩和ケアを含む）が多職種協働により、患者が住み慣

れた地域で継続的かつ包括的に提供されることが必要です。 

 

（急変時の対応が可能な体制【急変時の対応】） 

○ 在宅療養中の患者の病状急変時に対応できるよう、在宅医療を担う病院・診療所、訪問

看護ステーション及び入院機能を有する病院・診療所との円滑な連携による診療体制を確

保することが必要です。 

 

○ 地域において、在宅医療・救急医療等の関係者間の連携体制の構築を支援し、人生の

最終段階において本人の意思が尊重される環境を整備することが必要です。 

 

（患者が望む場所での看取りが可能な体制【看取り】） 

自宅、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅等の住まいや介護保険施設等、

患者が望む場所での看取りを行うことができる体制を構築することが必要です。 

 

                                                      
＊1 ケアラー等：高齢、障がい、疾病その他の理由により援助を必要とする家族、友人その他の身近な人に対し無償で介

護、看護、日常生活上のお世話その他の援助を提供するものをいう。ケアラーのうち、18 歳未満の者をヤングケアラー 

という。(以下、第 3 章第 13 節の本文における「家族」の表記には、ケアラー等を含むものとする) 

コメントの追加 [事務局227]:  
その家族、＊２ 
→ 
その家族(ケアラー等＊１含む) 

コメントの追加 [事務局228]:  
余市協会病院における入退院ル

ールや小樽市内医療機関にお

ける入退院ルールを運用開始し

ており、 
→ 
余市協会病院、小樽市内医療機

関では、入退院ルールを運用し

ており、 
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（４）数値目標等 
 （表２-１２-８） 

 
＊1 目標値の考え方における「現状」は、「現状値」とする。 

＊2 ２地域は、入院支援加算は算定していないが、入退院ルールを定めて活用している 

＊3 自宅、老人ホーム（養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、軽費老人ホーム及び有料老人ホーム）での死亡率 

現状値 目標値

計画策定時 R11

24.1
(48)

24.1以上 現状より増加

令和２年度　KDB
[厚生労働省]
令和２年１月１日
住民基本台帳

3
5

(地域単位)
全地域単位で

の確保

令和３年度
NDBオープンデータ
［厚生労働省］

－
5

(地域単位)
全地域単位で

の確保
保健福祉部調

－
5

(地域単位)
全地域単位で

の確保
保健福祉部調

5
＊２ 5

(地域単位)
全地域単位で

の確保
令和３年度　NDB
[厚生労働省]

5
5

(地域単位)
全地域単位で

の確保
令和３年度　NDB
[厚生労働省]

5
5

(地域単位)
全地域単位で

の確保
令和３年度　NDB
[厚生労働省]

5
5

(地域単位)
全地域単位で

の確保
令和３年度　NDB
[厚生労働省]

4
5

(地域単位)
全地域単位で

の確保
令和３年度　NDB
[厚生労働省]

5
5

(地域単位)
全地域単位で

の確保

令和３年度　NDB
令和３年度　介護DB
[厚生労働省]

5
5

(地域単位)
全地域単位で

の確保
令和５年９月
北海道保健福祉部調査

5
5

(地域単位)
全地域単位で

の確保
令和５年度保健所調

なし
5

(地域単位)
全地域単位で

の確保
令和２年度　KDB
[厚生労働省]

20.8 20.8以上
現状より

増加
令和４年　人口動態調査
［厚生労働省］

8.2 8.2以上
現状より

増加
令和３年度　KDB
[厚生労働省]

機能ごと
の体制等

退院支援を実施している医療機関のあ
る地域単位数
（地域単位）

在宅看取りを実施する医療機関のある
地域単位数
（地域単位）

指標区分 指標名（単位）
目標値の

考え方
＊１ 現状値の出典（年次）

体制整備

訪問診療を実施している医療機関
（人口10万対）
（現状値下段：医療機関実数）

在宅療養支援診療所又は病院のある地
域単位数
（地域単位）

在宅医療において積極的役割を担う医
療機関のある地域単位
（地域単位）

在宅医療において必要な連携を担う拠
点のある地域単位
（地域単位）

在宅ターミナル加算を受けた患者数
[１ヶ月当たり]（人）

訪問リハビリテーションを実施している
医療機関、介護老人保健施設、介護医
療院のある二次医療圏
（地域単位）

訪問栄養食事指導を実施している医療
機関のある地域単位数
（地域単位）

住民の
健康状態

等

在宅死亡率（％）
＊３

多職種の
取組確保

等

24時間体制の訪問看護事業所のある地
域単位数
（地域単位）

歯科訪問診療を実施している診療所の
ある地域単位数
（地域単位）

訪問口腔衛生指導を実施している診療
所・病院がある地域単位域数
（地域単位）

訪問薬剤管理指導・居宅療養管理指導
を実施する薬局のある地域単位数
(地域単位）

地域支援体制加算届出薬局のある地域
単位数
（地域単位）

コメントの追加 [事務局229]:  
数値目標等の表記方法について

はすべて統一した。 
 
表の修正 
訪問診療を実施している医療機

関（人口 10 万対） 
→ 
訪問診療を実施している医療機

関（人口 10 万対）（現状値下段：

医療機関実数） 
 
上記指標の現状値と目標値 
48(24.1)、48 以上（24.1 以上） 
→ 
24.1(48)、24.1 以上(48 以上) 

 
上記現状値の出典（年次） 
令和２年度 KDB 

[厚生労働省] 
→ 
令和２年度 KDB 

[厚生労働省] 
令和２年１月１日 
住民基本台帳 
 
理由：人口減少を考慮し、目標

値を人口１０万対に変更 
 
退院支援を実施している医療機

関のある地域単位数（地域単位）

の現状値の出典（年次） 
令和３年度 NDB 

[厚生労働省] 
＊２地域は入院支援加算は算定

していないが、入退院ルールを

定めて活用している 
→ 
令和３年度 NDB 

[厚生労働省] 
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（５）数値目標等を達成するために必要な施策 

（在宅医療を推進するための支援） 

必要な在宅医療体制が構築されるよう、地域単位ごとの課題分析、在宅医療に係る研修

会の開催など、地域で在宅医療を担う医療及び介護従事者等に対する支援を行います。 

 

(在宅医療に必要な連携を担う拠点の整備) 

 在宅医療における必要な医療機能の確保・強化に向けて、市町村が実施する在宅医療・

介護連携推進事業の取組と連携しながら包括的かつ継続的な在宅医療の提供体制を構築

する役割を持つ「在宅医療に必要な連携を担う拠点」の各地域単位ごとの整備を進めます。 

 

（地域における連携体制の構築） 

○ 住み慣れた地域で暮らしながら医療を受けられるよう、地域単位での在宅医療の連携構

築を目指し、「在宅医療に必要な連携を担う拠点」とともに地域における包括的かつ継続的

な連携体制づくりを行います。また、市町村が行う在宅医療・介護連携推進事業の取組や

「在宅医療において積極的役割を担う医療機関」と連携し、地域の医療介護資源等の把握

や課題の整理、課題解決に向けた取組を進め、退院支援から日常の療養支援、急変時の

対応、看取りまで継続した医療提供体制の構築を図ります。さらに、北海道在宅医療推進

支援センターにおける地域課題の把握・分析・取組の導入検討等の支援を受けながら在宅

医療における連携体制の整備を図ります。 

 

○ 患者の病状急変時においては人生の最終段階において患者本人の意思が尊重されるよ

う、在宅医療を担う医療機関や介護保険施設等の相互の連携のほか、患者やその家族、在

宅医療に携わる関係者が患者の意思を共有する人生会議（ＡＣＰ（アドバンス・ケア・プラン

ニング））の取組を踏まえた地域単位ごとの連携体制の構築に努めます。 

 

○ 医師、歯科医師、薬剤師、看護師、介護支援専門員、介護福祉士、市町村職員などを対

象に、在宅医療を担う人材の育成と多職種間の連携体制の構築に努めます。 

 

○ 施設を含めた医療と介護の連携を図るため、地域単位ごとに医療従事者と介護支援専門

員等が円滑に情報交換を行えるよう支援します。 

 

○ 住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、心身の状況等に応じた適切な

住まいの確保と、安心して日常生活を営むために必要な生活支援サービスなどの介護サー

ビスや在宅医療の提供を一体的にとらえ、地域単位ごとに住宅施策と福祉施策の連携に努

めます。 

 

○ 医療と介護の連携体制を構築するため、ICTを活用した地域医療情報連携ネットワーク、

見守り支援、遠隔医療等の取組を促進します。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コメントの追加 [事務局230]:  
介護従事者 
→ 
介護従事者等 

コメントの追加 [事務局231]:  
を中心とした各地域単位ごとの連

携体制の整備を進めます。 
→ 
の各地域単位ごとの整備を進め

ます。 

コメントの追加 [事務局232]:  
務めていきます。 
→ 
努めます。 


